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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第８１期中の１株当たり配当額６円は、創立５５周年記念配当１円を含んでいる。 

３ 第８１期の１株当たり配当額１４円は、創立５５周年記念配当２円を含んでいる。 

４ 第８２期中、第８２期及び第８３期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しない

ため、記載をしていない。 

  

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 213,548 225,592 232,644 438,000 464,310

経常利益 (百万円) 19,611 22,313 18,486 41,355 47,718

中間(当期)純利益 (百万円) 10,988 12,269 12,020 24,745 28,099

純資産額 (百万円) 209,859 239,953 269,038 224,142 260,735

総資産額 (百万円) 379,562 421,394 464,541 397,123 453,158

１株当たり純資産額 (円) 604.22 694.01 766.84 645.13 756.96

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 31.46 35.36 34.95 70.65 80.80

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 30.34 － － 69.33 －

自己資本比率 (％) 55.3 56.9 56.7 56.4 57.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 25,467 27,015 14,756 43,242 47,402

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,998 △8,019 △16,307 △24,791 △35,105

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △25,059 △11,244 1,196 △25,930 △14,198

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 25,443 34,447 25,329 25,521 25,044

従業員数 
[外、平均臨時 
従業員数] 

(名) 
6,665 
[1,159]

7,258
[1,264]

7,412
[1,094]

6,649 
[1,066]

7,306
[1,169]

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 137,333 142,557 146,429 282,741 293,846

経常利益 (百万円) 16,573 18,156 16,328 35,405 39,717

中間(当期)純利益 (百万円) 9,329 10,438 11,309 21,853 24,482

資本金 (百万円) 33,046 33,046 33,046 33,046 33,046

発行済株式総数 (千株) 357,612 357,612 357,612 357,612 357,612

純資産額 (百万円) 188,339 214,761 235,236 201,500 232,181

総資産額 (百万円) 313,299 348,863 378,306 330,713 376,416

１株当たり純資産額 (円) 542.26 621.15 685.34 579.97 674.08

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 26.71 30.09 32.89 62.40 70.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 25.80 － － 61.27 －

１株当たり配当額 (円) 6.00 8.00 8.00 14.00 16.00

自己資本比率 (％) 60.1 61.6 62.2 60.9 61.7
従業員数 (名) 2,984 3,073 3,198 3,031 3,134



２ 【事業の内容】 

従来、合成繊維、その他事業に含めていた住宅建築工事は、当中間連結会計期間において、当社が保有する連結子

会社である旭ホームズ株式会社の全株式を譲渡したことに伴い該当がなくなった。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間における関係会社の異動のうち、主要なものは次の通りである。 

エレクトロニクス事業 

カネカテキサスCorp.が存続会社となり、カネカハイテックマテリアルズInc.を合併した。 

合成繊維、その他事業 

旭ホームズ株式会社は、当社が保有する全株式を譲渡したため、関係会社でなくなった。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、[ ] 内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、主として当社における経理部、総務部等本社スタッフ部門及び各セグメン

トに直課できない研究部門に属しているものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労使関係について、特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化成品 598 [ 36]

機能性樹脂 805 [ 14]

発泡樹脂製品 1,428 [ 295]

食品 1,335 [ 348]

ライフサイエンス 752 [ 67]

エレクトロニクス 707 [ 59]

合成繊維、その他 581 [ 185]

全社(共通) 1,206 [ 90]

合計 7,412 [1,094]

従業員数(名) 3,198 



第２ 【事業の状況】 
  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の世界経済は、中国経済が引き続き高成長を続けるとともに、米国、欧州経済も底堅く推移

した。 

わが国経済は、原油高騰に伴う原燃料高の影響はあるものの、企業の旺盛な設備投資と個人消費の回復に支えら

れ、景気は拡大基調で推移した。 

このような経済情勢のなか、当社グループは、経営目標の達成に向けて、重点戦略分野への経営資源の投入、海

外展開の強化に加えて、コスト改善や価格修正等による採算の改善に取り組んできたが、ライフサイエンス事業に

おける急激な環境変化の影響を大きく受ける結果となった。 

当中間連結会計期間の業績については、売上高は232,644百万円（前中間連結会計期間比3.1%増）で増収となった

が、営業利益17,823百万円（前中間連結会計期間比18.5%減）、経常利益18,486百万円（前中間連結会計期間比

17.1%減）といずれも減益となった。 

また、特別利益として子会社株式売却益2,725百万円、特別損失として発泡ポリオレフィン事業の固定資産に係る

減損損失1,838百万円をそれぞれ計上した結果、中間純利益は、12,020百万円（前中間連結会計期間比2.0%減）とな

った。 

なお、当中間会計期間の単独の業績は、売上高146,429百万円（前中間会計期間比2.7%増）、営業利益13,008百万

円（前中間会計期間比20.0%減）、経常利益16,328百万円（前中間会計期間比10.1%減）、中間純利益は11,309百万

円（前中間会計期間比8.3%増）となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

① 化成品事業 

塩ビ系特殊樹脂については、海外を中心に好調な販売が続いた。また、か性ソーダは需給が引き締まり採算の

改善が進んだ。一方で、塩化ビニールは、採算の確保に努めたが、原燃料価格高騰の影響を吸収するには至らな

かった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は44,364百万円と前中間連結会計期間を2,115百万円(＋5.0%)上回ったが、

営業利益は2,001百万円と前中間連結会計期間と比べ180百万円（△8.3%）の減益となった。 

  

② 機能性樹脂事業 

モディファイヤーについては、原燃料価格高騰の影響を受けたが、欧州、アジアで販売数量が増加したことに

加え、採算の改善も進捗した。また、変成シリコーンポリマーは、欧米を中心に販売数量が増加した。 

以上の結果、当セグメントの売上高は40,479百万円と前中間連結会計期間と比べ4,866百万円(＋13.7%)の増収

となり、営業利益も6,652百万円と前中間連結会計期間と比べ1,112百万円（＋20.1%）の増益となった。 

  

③ 発泡樹脂製品事業 

発泡スチレン樹脂については、コスト削減や価格修正に注力したが、原料価格高騰の影響が大きく採算改善に

は至らなかった。発泡ポリオレフィンについては、主に、米国での販売不振に原燃料価格高騰の影響が加わり減

益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は35,375百万円と前中間連結会計期間と比べ1,643百万円（＋4.9%）の増収

となったが、381百万円の営業損失となり前中間連結会計期間と比べ834百万円（△184.1%）の減益となった。 



④ 食品事業 

食品については、販売会社の機能を活かして、新規販路の拡大に努めるとともに、コスト改善等競争力の強化

に取り組んだが、製パン・製菓業界向け販売は、依然として低調に推移した。また、原料油脂および乳原料の上

昇もあり、売上高は53,841百万円と前中間連結会計期間を1,048百万円(＋2.0%)上回ったが、営業利益は1,886百

万円と前中間連結会計期間と比べ410百万円（△17.9%）の減益となった。 

  

⑤ ライフサイエンス事業 

医療機器は、血液浄化システムとカテーテル類の販売が堅調に推移し売上高、利益ともに増加した。一方、医

薬バルク・中間体は既存品の販売が増加したものの、開発品の販売が減少したため、増収は確保したものの減益

となった。機能性食品素材は、コエンザイムＱ10の競合激化により売上高、利益ともに大幅に悪化した。 

以上の結果、当セグメントの売上高は20,867百万円と前中間連結会計期間を1,677百万円(△7.4%)下回り、営業

利益も3,533百万円と前中間連結会計期間と比べ4,553百万円（△56.3%）の減益となった。 

  

⑥ エレクトロニクス事業 

超耐熱性ポリイミドフィルムの出荷は、ＩＴ製品が好調に推移したことから前中間連結会計期間を上回り、液

晶関連製品についても販売が増加した。また、太陽電池も欧州向け輸出が引き続き堅調に推移する中、生産性の

向上等も寄与し増益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は26,343百万円と前中間連結会計期間と比べ3,066百万円(＋13.2%)の増収

となり、営業利益も5,410百万円と前中間連結会計期間と比べ922百万円（＋20.6%）の増益となった。 

  

⑦ 合成繊維事業、その他事業 

合成繊維については、原料価格が高騰する中、採算確保を図るべく高付加価値品の生産、販売に注力した。一

方、その他事業は、エンジニアリング受注工事の減に加え、連結子会社を売却した影響もあり減収となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は11,373百万円と前中間連結会計期間と比べ4,011百万円(△26.1%)の減収

ながら、1,192百万円と前中間連結会計期間（1,227百万円）並みの営業利益を確保した。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

① 日本 

塩ビ系特殊樹脂、機能性樹脂及びエレクトロニクスの販売が伸長したものの、機能性食品素材の競合激化、エ

ンジニアリング業務の受注減、連結子会社の売却等の影響を受けた。 

以上の結果、当セグメントの売上高は185,741百万円と前中間連結会計期間と比べ4,290百万円(△2.3%)の減収

となり、営業利益は17,759百万円と前中間連結会計期間と比べ3,870百万円（△17.9%）の減益となった。 

  

② その他の地域 

モディファイヤーの販売数量が欧州、アジアで増加するとともに、収益性も向上した。また、変成シリコーン

ポリマーについても欧米を中心に販売数量が増加した。 

以上の結果、当セグメントの売上高は46,902百万円と前中間連結会計期間と比べ11,342百万円(＋31.9%)と大き

く伸長し、営業利益は機能性食品素材の採算悪化の影響はあったものの2,708百万円と前中間連結会計期間と比べ

112百万円（＋4.3%）の増益を確保した。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは換算差額を含めて238百万円の流出となった。また、現金及び

現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の影響額523百万円を含め前

連結会計年度末に比べ285百万円増加し、25,329百万円となった。 

  

区分毎の概況は以下のとおりである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の営業活動による資金の増加は、14,756百万円（前中間連結会計期間比45.4%減）となった。 

その主な内容は、税金等調整前中間純利益19,374百万円、減価償却費11,549百万円、法人税等の支払額10,637百万

円等である。 

なお、前中間連結会計期間と比べ運転資金が増加したこと等により、資金の増加額が12,259百万円減少した。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の投資活動による資金の支出は、16,307百万円（前中間連結会計期間比103.3%増）となった。

その主な内容は、モディファイヤー生産設備能力増強工事等の有形固定資産の取得による支出18,167百万円、連結

子会社株式の売却による収入2,854百万円等である。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の財務活動による資金の増加は、1,196百万円（前中間連結会計期間は、11,244百万円の資金

の減少）となった。 

その主な内容は、短期借入の実施による収入5,409百万円のほか、配当金の支払額2,754百万円、自己株式の取得に

よる支出1,053百万円等である。 

なお、前中間連結会計期間と比べ資金の増加額は増加したが、これは、当中間連結会計期間に短期借入を実施した

こと及び前中間連結会計期間に第２回無担保社債を償還したことが主な要因である。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注)１ 生産金額は売価換算値で表示している。 

２ 連結会社間の取引が複雑で、セグメント毎の生産高を正確に把握することが困難なため、概算値で表示している。  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

主として見込み生産である。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間(百万円) 前年同期比(%) 

化成品 36,332 13.4 

機能性樹脂 37,576 7.1 

 発泡樹脂製品 28,819 16.8 

 食品 26,428 1.6 

 ライフサイエンス 20,824 △5.3 

 エレクトロニクス 23,780 10.1 

合成繊維、その他 9,420 △24.7 

合計 183,182 5.3 

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間(百万円) 前年同期比(%) 

化成品 44,364 5.0 

機能性樹脂 40,479 13.7 

発泡樹脂製品 35,375 4.9 

食品 53,841 2.0 

ライフサイエンス 20,867 △7.4 

エレクトロニクス 26,343 13.2 

合成繊維、その他 11,373 △26.1 

合計 232,644 3.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりである。 

  

① ライフサイエンス事業の立て直し 

機能性食品素材については、市場環境の急激な変化に対応するべく事業運営体制を強化するとともに、米国プラン

トの有効活用を図り、競争優位となるコストの実現に取り組む。加えて、差別化製品・新製品の戦力化を加速させて

いく。医薬バルク・中間体については、新規開発品の戦力化を、医療機器については、継続的な新規デバイスの開発

および市場投入により収益力向上を図っていく。 

  

② 原油価格高騰への対応 

石油化学原料価格の急激な高騰に対しては、製品価格の是正、原料ソースの多様化、当社グループが一体となった

トータルコスト改善計画の一層の推進、に取り組んでいく。 

  

なお、モディファイヤー事業に関する米国司法省の調査は、当社や当社の子会社に対する嫌疑が晴れ、すでに終了

している。この調査に関連して提起されている民事訴訟についても終息に向かうものと当社は考えている。欧州にお

いては、2003年の立入調査後、当局から何らの追加調査もないまま現在に至っている。わが国では公正取引委員会に

おける審判手続きが継続中である。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っていない。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、研究開発が継続的な成長を実現するための最大の原動力と考え、「次の成長分野を睨んだ研究開

発」による新規事業・新製品の創出に取り組んでおり、２１世紀の成長分野と目される環境、情報、健康、安全に関

連した分野で、スペシャリティの高い差別化力ある製品を次々と生み出していくことを最重要課題とし、技術の融

合、複合化の加速によって事業構造の変革と高成長・高収益の実現を目指している。 

中でも、特に、当社の得意技術が活かせる今後の成長分野をエレクトロニクス、機能性樹脂、ライフサイエンスと

し、これらの重点戦略分野に経営資源を重点的に投入している。 

具体的には、次の通りである。 

  

エレクトロニクス 

超耐熱性ポリイミドフィルム、光学用フィルム、プリンター・複写機部材の開発等既存事業分野の拡大を目指し

た開発に加え、これらに続く新たな柱の確立を目指し、新規光学機能性材料や電気化学素子材料等の開発を進めて

いる。 

太陽電池については、シースルー・大面積設置・独立電源等従来のアモルファスの特徴を活かした製品に加え、

光エネルギーの変換効率１２%の薄膜ハイブリッドシリコン太陽電池をはじめとする競争力ある新製品開発を強化し

ている。 

  

機能性樹脂 

当社が得意とするリビング重合技術をベースとした反応性オリゴマー、熱可塑性エラストマーの開発について

は、ユーザーへの試作供試を行うと共にターゲット市場に向けた差別化技術、量産化技術の確立を加速させてい

る。また、精密重合技術やナノ分散技術を利用する新たな機能性樹脂の開発、微生物による生分解性樹脂の開発に

取り組むとともに、エポキシ樹脂向け改質剤の技術を確立し、現在、市場開発を進めている。 

  

ライフサイエンス 

医薬バルク・中間体については、合成、バイオを中核技術として、光学活性医薬分野での新製品の継続的なライ

ンアップを図る一方、中長期テーマとして、抗体医薬等のバイオ医薬バルクの生産技術開発を強化している。 

医療機器については、吸着体、インターベンションの新製品開発・上市を加速させると共に、中長期テーマとし

て、再生医療、細胞治療用関連デバイスの研究開発を進めている。 

機能性食品素材については、コエンザイムＱ10に続くものとして、メタボリック・シンドローム（代謝異常症候

群）を対象とした天然素材抽出物等の新製品群の開発に注力している。 

  

以上、重点戦略分野に関わる研究開発費は、6,027百万円である。 

これらを含め、当中間連結会計期間における研究開発費は、8,237百万円である。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社の在外子会社カネカニュートリエンツL.P.が新たに当社グループの連結対象とな

ったため、同社工場が新たに当社グループの主要な設備となった。当該設備の状況は以下のとおりである。 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。 

なお、金額には消費税等を含まない。 

２．現在休止中の主要な設備はない。 

３．従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書している。 

  

また、前連結会計年度末において計画中であった、当社滋賀工場の電子材料製造設備拡充については、平成１８年９

月に完了した。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当中間連結会計期間での重要

な変更はない。 

  

 (2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりである。 

   なお、重要な設備の除却計画はない。 

  

(新設及び重要な拡充等) 

  

（注）上記金額には消費税等を含んでいない。 

  

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

  
事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

カネカニュートリエンツL.P. 
本社工場 
(Texas 
U.S.A.) 

ライフサイエ
ンス 

機能性食品素材
の製造 572 44

224
(190)

11,258 12,099 69
[2]

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

投資予定金額
主な資金
調達方法

着手及び
完了予定 完成後の 

増加能力 総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

カネカテキ
サスCorp. 

本社工場 
(Texas 
U.S.A.) 

化成品 塩ビ系特殊樹脂
製造設備新設 4,000 851 自己資金

平成18年
5月 

平成20年 
3月 

塩ビ系特殊樹脂 
年間２１,０００トン



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 357,612,418 357,612,418

東京(市場第一部)、 

大阪(市場第一部)、 

名古屋(市場第一部) 

各証券取引所 

― 

計 357,612,418 357,612,418 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 
  

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数が、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)については28,886
千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)については、23,158千株、日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口4)については、15,402千株ある。 

２ シュローダー投信投資顧問株式会社他４社から平成18年７月14日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年６月30日
現在で以下の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末における実質保有株式数の確
認ができないため、平成18年９月30日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、シュローダー投信投資顧問株式会社他４社の大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 357,612 － 33,046 － 34,821

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 28,886 8.08 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 23,158 6.48 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 16,773 4.69 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 15,458 4.32 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口4) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 15,402 4.31 

株式会社カネカ 
大阪府大阪市北区中之島三丁目２番４
号 

14,373 4.02 

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴
海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーＺ棟） 

13,125 3.67 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 12,324 3.45 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 11,544 3.23 

ルクセンブルグオフショアジャス
ディックレンディングアカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室） 

WOOLGATE  HOUSE  COLEMAN  STREET  
LONDON  EC2D  2HD ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,000 1.68 

計 ― 157,045 43.92 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

シュローダー投信投資顧問株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 21,604 6.04 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント（ホンコン）
リミテッド 

香港 セントラル、コンノート・プレ
イス８ ツー・エクスチェンジ・スク
エア19Ｆ 

72 0.02 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・ノースアメ
リカ・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ
ム・ストリート31 

2,409 0.67 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ
ム・ストリート31 

8,542 2.39 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント（シンガポー
ル）リミテッド 

シンガポール049513、チュリア・スト
リート65 OCBCセンター 

491 0.14 



３ ＪＰモルガン信託銀行株式会社他７社から平成18年10月12日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年９月30日現在
で以下の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末における実質保有株式数の確認が
できないため、平成18年９月30日現在の株主名簿に従い記載している。 
なお、ＪＰモルガン信託銀行株式会社他７社の大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

４ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他５社から平成18年８月15日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年７月31日現在で
以下の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末における実質保有株式数の確認がで
きないため、平成18年９月30日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他５社の大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

５ 株式会社りそな銀行、預金保険機構他１社から平成18年６月７日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年５月31日
現在で以下の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末における実質保有株式数の確
認ができないため、平成18年９月30日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、株式会社りそな銀行、預金保険機構他１社の大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号東
京ビルディング 

7,780 2.18 

ジェー・ピー・モルガン・ホワ
イトフライヤーズ・インク 

アメリカ合衆国ニューヨーク州10017ニ
ューヨークパーク・アベニュー270 

47 0.01 

ジェー・ピー・モルガン・アセ
ット・マネジメント（ユーケ
ー）リミテッド 

英国 EC2Y 5AJ ロンドン、ロンドン・
ウォール125 

568 0.16 

ジェー・エフ・アセット・マネ
ジメント（タイワン）リミテッ
ド 

中華民国、台湾、台北、セクション２、
ツン・フワ・エス・ロード65、17階 

744 0.21 

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号東
京ビルディング 

13,192 3.69 

ハイブリッジ・キャピタル・マ
ネジメント・エルエルシー 

アメリカ合衆国ニューヨーク州10019ニ
ューヨークウェスト57ストリート９、27
階 

113 0.03 

ジェー・ピー・モルガン・イン
ベストメント・マネージメン
ト・インク 

アメリカ合衆国10036ニューヨーク州ニ
ューヨークフィフス・アベニュー522 

26 0.01 

ジェー・ピー・モルガン・セキ
ュリティーズ・リミテッド 

英国、ロンドン、EC2Y 5AJ、ロ ン ド
ン・ウォール125 

51 0.01 

     

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 11,544 3.23 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 10,076 2.82 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 233 0.07 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 675 0.19 

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号 280 0.08 

三菱UFJアセット・マネジメン
ト(UK) 
（Mitsubishi UFJ Asset 
 Management(UK)Ltd.） 

12-15Finsbury Circus，London，EC2M
7BT,United Kingdom 

19 0.01 

     

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１
号 

5,435 1.52 

りそな信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 1,819 0.51 

預金保険機構 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 12,526 3.50 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権8個）含まれる。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が46株含まれる。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価である。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

14,373,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

341,059,000 
341,059 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,180,418 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 357,612,418 ― ― 

総株主の議決権 ― 341,059 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社カネカ 

大阪市北区中之島 
三丁目２番４号 

14,373,000 ― 14,373,000 4.02

計 ― 14,373,000 ― 14,373,000 4.02

月別 
平成18年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,450 1,295 1,175 1,063 1,117 1,159

最低(円) 1,281 1,071 1,014 963 1,010 1,061



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役 
副社長 

液状樹脂事業部・
カネカロン事業
部・ソーラーエネ
ルギー事業部管掌
兼経営企画部・法
務室・広報室担当 

代表取締役 
副社長 

液状樹脂事業部・
カネカロン事業
部・ソーラーエネ
ルギー事業部管掌
兼経営企画部・法
務室担当 

下 見 宇一郎 平成18年11月16日 

取締役 
専務執行役員 

経理部・情報シス
テム部・総務部・
関連会社支援部担
当兼ＩＲ担当兼内
部統制推進室長 

取締役 
専務執行役員 

経理部・情報シス
テム部・総務部・
広報室・関連会社
支援部担当兼ＩＲ
担当兼内部統制推
進室長 

島 崎 節 夫 平成18年11月16日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     31,535 23,135   23,088 

受取手形及び 
売掛金 

※４   105,421 117,394   110,634 

有価証券     3,183 4,163   4,193 

たな卸資産     49,584 58,693   54,553 

繰延税金資産     3,983 5,052   4,591 

その他     8,401 10,000   9,242 

貸倒引当金     △393 △363   △340 

流動資産合計     201,716 47.9 218,075 46.9   205,964 45.5

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※1,2         

建物及び 
構築物 

  48,391   51,994 49,485   

機械装置及び 
運搬具 

  54,366   61,846 60,713   

土地   21,071   22,933 22,965   

建設仮勘定   10,070   17,214 6,811   

その他   3,893 137,793 4,103 158,093 4,168 144,144 

無形固定資産     2,788 2,946   2,977 

投資その他の 
資産 

          

投資有価証券 ※２ 67,118   74,934 82,828   

繰延税金資産   177   1,380 825   

その他   13,132   9,439 17,469   

貸倒引当金   △810   △329 △528   

投資損失 
引当金 

  △521 79,095 ― 85,425 △521 100,073 

固定資産合計     219,678 52.1 246,465 53.1   247,194 54.5

資産合計     421,394 100.0 464,541 100.0   453,158 100.0

            



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び 
買掛金 

※2,4   58,916 68,453   60,734 

短期借入金 ※２   11,508 25,196   19,532 

未払金     24,059 24,520   24,218 

未払費用     9,062 9,871   8,623 

未払法人税等     8,749 8,077   10,967 

未払消費税等     695 319   791 

繰延税金負債     0 ―   0 

その他     3,853 2,197   1,720 

流動負債合計     116,845 27.7 138,636 29.9   126,588 27.9

Ⅱ 固定負債           

社債     15,000 15,000   15,000 

長期借入金 ※２   16,907 11,233   11,337 

繰延税金負債     4,356 8,450   11,143 

退職給付引当金     18,992 17,996   18,642 

役員退職慰労 
引当金 

    860 863   950 

その他 ※２   3,047 3,323   3,094 

固定負債合計     59,164 14.1 56,866 12.2   60,168 13.4

負債合計     176,010 41.8 195,502 42.1   186,756 41.2

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     5,431 1.3 ― ―   5,667 1.3

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     33,046 7.8 ― ―   33,046 7.3

Ⅱ 資本剰余金     34,855 8.2 ― ―   34,856 7.6

Ⅲ 利益剰余金     164,693 39.1 ― ―   177,758 39.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    21,794 5.2 ― ―   30,236 6.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     △4,207 △1.0 ― ―   △2,809 △0.6

Ⅵ 自己株式     △10,230 △2.4 ― ―   △12,353 △2.7

資本合計     239,953 56.9 ― ―   260,735 57.5

負債、少数株主 
持分及び資本 
合計 

    421,394 100.0 ― ―   453,158 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

資本金     ― ― 33,046 7.1   ― ―

資本剰余金     ― ― 34,857 7.5   ― ―

利益剰余金     ― ― 184,948 39.8   ― ―

自己株式     ― ― △13,405 △2.9   ― ―

株主資本合計     ― ― 239,447 51.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― 25,909 5.6   ― ―

繰延ヘッジ損益     ― ― △1 0.0   ― ―

為替換算調整 
勘定 

    ― ― △2,147 △0.5   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 23,760 5.1   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ― 5,830 1.3   ― ―

純資産合計     ― ― 269,038 57.9   ― ―

負債純資産合計     ― ― 464,541 100.0   ― ―

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    225,592 100.0 232,644 100.0  464,310 100.0

Ⅱ 売上原価    160,040 70.9 168,248 72.3  328,508 70.8

売上総利益    65,552 29.1 64,395 27.7  135,801 29.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１  43,688 19.4 46,572 20.0  88,195 19.0

営業利益    21,863 9.7 17,823 7.7  47,606 10.2

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   56   75 173    

受取配当金   450   529 733    

投資有価証券 
売却益 

  279   919 676    

為替差益   507   603 1,416    

持分法による 
投資利益 

  18   17 22    

その他   771 2,084 0.9 353 2,500 1.0 1,065 4,087 0.9

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   550   659 1,070    

機械装置等 
除却損 

  682   711 1,626    

その他   401 1,634 0.7 465 1,836 0.8 1,279 3,976 0.9

経常利益    22,313 9.9 18,486 7.9  47,718 10.2

Ⅵ 特別利益          

子会社株式 
売却益 

  ― ― ― 2,725 2,725 1.2 ― ― ―

Ⅶ 特別損失          

環境対策費用 ※２ 2,451   ― 2,451    

減損損失 ※３ ― 2,451 1.1 1,838 1,838 0.8 ― 2,451 0.5

税金等調整前中 
間(当期)純利益 

   19,861 8.8 19,374 8.3  45,266 9.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  8,288   7,661 17,891    

法人税等調整額   △886 7,402 3.3 △598 7,063 3.0 △1,153 16,738 3.6

少数株主利益    189 0.1 290 0.1  427 0.1

中間(当期) 
純利益 

   12,269 5.4 12,020 5.2  28,099 6.0

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 34,854  34,854

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  自己株式処分差益 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

34,855  34,856

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金 
  期首残高 

155,149  155,149

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益 12,269 28,099 

連結子会社の増加による 
増加高 

693 12,962 693 28,793

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金 2,777 5,543 

役員賞与 139 139 

連結子会社の増加による 
減少高 

500 3,418 500 6,184

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

164,693  177,758

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）前期決算の定時株主総会における利益処分によるものである。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 33,046 34,856 177,758 △12,353 233,308 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △2,754   △2,754 

 役員賞与の支給(注)     △140   △140 

 中間純利益     12,020   12,020 

 連結子会社の増加による 
 剰余金の減少     △1,934   △1,934 

 自己株式の取得       △1,053 △1,053 

 自己株式の処分   0   2 2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 7,190 △1,051 6,138 

平成18年9月30日残高(百万円) 33,046 34,857 184,948 △13,405 239,447 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 30,236 ― △2,809 27,426 5,667 266,402 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当(注)           △2,754 

 役員賞与の支給(注)           △140 

 中間純利益           12,020 

 連結子会社の増加による 
 剰余金の減少           △1,934 

 自己株式の取得           △1,053 

 自己株式の処分           2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △4,327 △1 662 △3,665 163 △3,502 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △4,327 △1 662 △3,665 163 2,636 

平成18年9月30日残高(百万円) 25,909 △1 △2,147 23,760 5,830 269,038 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 19,861 19,374 45,266

減価償却費  10,466 11,549 22,435

退職給付引当金の減少額  △173 △605 △540

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 △127 29 △462

受取利息及び受取配当金  △507 △605 △907

支払利息  550 659 1,070

固定資産処分損  456 714 1,121

子会社株式売却益  ― △2,725 ―

減損損失  ― 1,838 ―

環境対策費用  2,451 ― 2,451

持分法による投資利益  △18 △17 △22

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 1,368 △8,770 △2,986

たな卸資産の増加額  △957 △3,615 △5,387

仕入債務の増加額  595 8,040 1,795

その他  1,581 △474 △324

小計  35,547 25,393 63,509

利息及び配当金の受取額  517 646 913

利息の支払額  △530 △645 △1,062

法人税等の支払額  △8,518 △10,637 △15,958

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 27,015 14,756 47,402

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の取得による支出  △900 ― △1,900

有価証券の売却等による 
収入 

 3,836 300 3,870

有形固定資産の 
取得による支出 

 △11,288 △18,167 △30,236

無形固定資産の 
取得による支出 

 △416 △385 △912

投資有価証券の 
取得による支出 

 △185 △1,938 △2,958

投資有価証券の 
売却等による収入 

 2,693 1,249 3,364

連結子会社株式の 
売却による収入 

 ― 2,854 ―

貸付けによる支出  △2,269 △419 △5,704

貸付金の回収による収入  166 171 138

その他  344 28 △767

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △8,019 △16,307 △35,105



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少：△) 

 △894 5,409 △43

長期借入による収入  900 319 2,550

長期借入金の 
返済による支出 

 △1,540 △618 △2,022

社債の償還による支出  △5,000 ― △5,000

配当金の支払額  △2,777 △2,754 △5,543

少数株主への 
配当金の支払額 

 △100 △108 △185

自己株式の取得による支出  △1,833 △1,053 △3,958

自己株式の売却による収入  3 2 5

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △11,244 1,196 △14,198

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 58 115 309

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額(減少：△) 

 7,810 △238 △1,591

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 25,521 25,044 25,521

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金 
及び現金同等物の影響額 

 1,115 523 1,115

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 34,447 25,329 25,044

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数50社 

  主要な連結子会社名 

  カネカベルギーN.V.、

カ ネ カ テ キ サ ス

Corp.、カネカシンガ

ポールCo.(Pte)Ltd.、

カネカ食品販売㈱、東

京カネカ食品販売㈱ 

   

なお、蘇州愛培朗緩衝

塑料有限公司、青島海

華繊維有限公司、紋別

化成㈱、標津化成㈱、

コートー㈱、ツカサ

㈱、宮城樹脂㈱、関東

スチレン㈱、北浦樹脂

工業㈱、コスモ化成

㈱、東洋スチロール

㈱、㈱ハネパックにつ

いては、重要性が増加

したことから、連結の

範囲に含めている。 

また、当中間連結会計

期間において、カネカ

建材㈱は、カネカケン

テック㈱と合併した。 

(イ) 連結子会社の数53社 

  主要な連結子会社名 

  カネカベルギーN.V.、

カ ネ カ テ キ サ ス

Corp.、カネカシンガ

ポールCo.(Pte)Ltd.、

カネカ食品販売㈱、東

京カネカ食品販売㈱ 

   

なお、カネカニューヨ

ークホールディングカ

ンパニー,Inc.、カネ

カニュートリエンツ

L.P.、カネカファンク

ショナルフーズLLC、

カネカアメリカLLC、

カネカファーマアメリ

カLLCについては、重

要性が増加したことか

ら、連結の範囲に含め

ている。 

旭ホームズ㈱について

は、保有株式を売却し

たことにより連結の範

囲から除外している。 

また、当中間連結会計

期間において、カネカ

ハイテックマテリアル

ズInc.は、カネカテキ

サ ス Corp.と 合 併 し

た。  

(イ)連結子会社の数50社 

  主要な連結子会社名

は、「第１企業の概況

４関係会社の状況」に

記載しているため省略

した。 

   

なお、蘇州愛培朗緩衝

塑料有限公司、青島海

華繊維有限公司、紋別

化成㈱、標津化成㈱、

コートー㈱、ツカサ

㈱、宮城樹脂㈱、関東

スチレン㈱、北浦樹脂

工業㈱、コスモ化成

㈱、東洋スチロール

㈱、㈱ハネパックにつ

いては、重要性が増加

したことから、連結の

範囲に含めている。 

また、当連結会計年度

において、カネカ建材

㈱は、カネカケンテッ

ク㈱と合併した。 

  (ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

主要な非連結子会社

は、カネカニュートリ

エンツL.P.である。 

  非連結子会社は、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金等の

観点からみて、いずれ

も重要性に乏しく、全

体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を

及ぼしていない。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

主要な非連結子会社

は、カネカファーマベ

トナム Co.,Ltd.で あ

る。 

  非連結子会社は、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金等の

観点からみて、いずれ

も重要性に乏しく、全

体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を

及ぼしていない。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

主要な非連結子会社

は、カネカニュートリ

エンツL.P.である。 

  非連結子会社は、総資

産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等の

観点からみて、いずれ

も重要性に乏しく、全

体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼ

していない。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用の関連会社

数２社 

  主要な会社名 

  イビデン樹脂㈱ 

(イ)持分法適用の関連会社

数２社 

  主要な会社名 

  イビデン樹脂㈱ 

(イ)持分法適用の関連会社

数２社 

  主要な会社名 

  イビデン樹脂㈱ 

  (ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社(カネ

カニュートリエンツ

L.P.他)及び関連会社

(サンビック㈱他)は、

それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に重要

な影響を及ぼしておら

ず、かつ、全体として

も重要性が乏しいため

持分法を適用していな

い。 

(ロ) 持分法を適用してい

ない非連結子会社(カ

ネカファーマベトナム

Co.,Ltd.他)及び関連

会社(サンビック㈱他)

は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に

重要な影響を及ぼして

おらず、かつ、全体と

しても重要性が乏しい

ため持分法を適用して

いない。 

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社(カネ

カニュートリエンツ

L.P.他)及び関連会社

(サンビック㈱他)は、

それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に重要

な影響を及ぼしておら

ず、かつ、全体として

も重要性が乏しいため

持分法を適用していな

い。 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、カネカ

シ ン ガ ポ ー ル Co.(Pte) 

Ltd.、蘇州愛培朗緩衝塑料

有限公司、青島海華繊維有

限公司、太陽油脂㈱の中間

決算日は６月30日であり、

中間連結財務諸表の作成に

当っては、当該連結子会社

の中間決算日現在の中間財

務諸表を使用している。な

お、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っている。 

同左 連結子会社のうち、カネカ

シ ン ガ ポ ー ル Co.(Pte) 

Ltd.、蘇州愛培朗緩衝塑料

有限公司、青島海華繊維有

限公司、太陽油脂㈱の決算

日は12月31日であり、連結

財務諸表の作成に当って

は、当該連結子会社の決算

日現在の財務諸表を使用し

ている。なお、連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な

調整を行っている。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ・有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

る) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ・有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

いる) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ・有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してい

る) 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

   ・デリバティブ 

  ……時価法 

 ・デリバティブ 

同左 

 ・デリバティブ 

同左 

   ・たな卸資産 

  製品・商品 

  ……主として総平均法

(月次)による原価

法 

  原材料・仕掛品 

  ……主として移動平均

法による原価法 

 ・たな卸資産 

同左 

 ・たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ・有形固定資産 

  主として定率法を採用

している。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法に

よっている。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に定める方法と

同一の基準によってい

る。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ・有形固定資産 

当社及び国内連結子会

社は、主として定率法

を採用している。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法に

よっている。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に定める方法と

同一の基準によってい

る。 

在外連結子会社は主と

して定額法を採用して

いる。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ・有形固定資産 

主として定率法を採用

している。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法に

よっている。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に定める方法と

同一の基準によってい

る。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ・貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上してい

る。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ・貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ・貸倒引当金 

同左 

   ・投資損失引当金 

関係会社への投資に対

する損失に備えるた

め、投資先の財政状態

等を勘案して、必要額

を計上している。 

―――  ・投資損失引当金 

関係会社への投資に対

する損失に備えるた

め、投資先の財政状態

等を勘案して、必要額

を計上している。 

   ・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

いる。過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定年数(５年)

による定額法により費

用処理している。数理

計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

年数(10年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理

している。 

 ・退職給付引当金 

同左 

 ・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上し

ている。過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定年数(５年)

による定額法により費

用処理している。数理

計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

年数(10年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理

している。 

   ・役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結子

会社は、役員退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく当中

間連結会計期間末要支

給額を引当計上してい

る。 

 ・役員退職慰労引当金 

同左 

 ・役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結子

会社は、役員退職慰労

金の支給に充てるた

め、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額

を引当計上している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ている。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方

法 

 ・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

している。 

  ただし、特例処理の要

件を満たす金利スワッ

プについては特例処理

を、振当処理の要件を

満たす通貨スワップに

ついては振当処理を採

用している。 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

 ・ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

 ・ヘッジ会計の方法 

同左 

   ・ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

  デリバティブ取引 

   (金利スワップ及び

通貨スワップ) 

  ヘッジ対象 

   相場変動等により損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及び、キャッシ

ュ・フローが固定さ

れその変動が回避さ

れるもの 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

   ・ヘッジ方針 

  社内規程に基づき、為

替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジし

ている。 

 ・ヘッジ方針 

同左 

 ・ヘッジ方針 

同左 

   ・有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動または、

キャッシュ・フローの

変動を比較し、相関性

を見て有効性を評価し

ている。 

 ・有効性評価の方法 

同左 

 ・有効性評価の方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (6) 税効果会計に関する事

項 

  中間連結会計期間に係

る納付税額及び法人税

等調整額は、当連結会

計年度において予定し

ている利益処分による

圧縮積立金及び特別償

却準備金の積立て及び

取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に

係る金額を計算してい

る。 

(6)  

――― 

(6)  

――― 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 ・消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式

によっている。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 ・消費税等の会計処理 

同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

 ・消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わないもので取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来

する短期投資からなってい

る。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ないもので取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する

短期投資からなっている。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第5号 平

成17年12月9日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第8号 平成17年12月9日)を適

用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、263,209百万円であ

る。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めていた「投資有価証券売却益」（124百万

円）は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、

当中間連結会計期間から区分掲記することに変更してい

る。 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた、「繰

延税金負債」（当中間連結会計期間末0百万円）は、負

債及び純資産の合計額の100分の5以下であるため、当中

間連結会計期間から、流動負債の「その他」に含めて表

示することに変更している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

№ 
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

403,400百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

419,330百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

412,950百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりである。 

  

建物及び 
構築物 

1,634百万円 

機械装置及び
運搬具 

855百万円 

土地 852百万円 

投資有価証券 2,073百万円 

計 5,416百万円 

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりである。 

  

建物及び
構築物 

1,541百万円

機械装置及び
運搬具 

869百万円

土地 498百万円 

投資有価証券 620百万円 

計 3,530百万円 

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のと

おりである。 

  

建物及び
構築物 

1,593百万円 

機械装置及び
運搬具 

894百万円 

土地 827百万円 

投資有価証券 650百万円 

計 3,965百万円 

   担保付債務は次のとおりであ

る。 

支払手形及び
買掛金 

615百万円 

短期借入金 1,784百万円 

長期借入金 1,288百万円 

その他 
固定負債 

119百万円 

計 3,808百万円 

 担保付債務は次のとおりであ

る。 

支払手形及び
買掛金 

789百万円

短期借入金 1,107百万円 

長期借入金 370百万円 

  
  

  

計 2,267百万円 

 担保付債務は次のとおりであ

る。 

支払手形及び
買掛金 

707百万円 

短期借入金 1,324百万円 

長期借入金 331百万円 

その他
固定負債 

114百万円 

計 2,478百万円 

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

 連結会社以外の会社及び連結会

社における顧客等の銀行等より

の借入に対する保証 

TGAペーストリ
ーカンパニー
Pty.Ltd. 

198百万円 

その他１社及び
顧客等 

244百万円 

計 442百万円 

偶発債務 

 保証債務 

 連結会社以外の会社の銀行より

の借入に対する保証 

  

TGAペーストリ
ーカンパニー
Pty.Ltd. 

193百万円

  

計 193百万円 

偶発債務 

 保証債務 

 連結会社以外の会社及び連結会

社における顧客等の銀行等より

の借入に対する保証 

TGA ペーストリ
ーカンパニー
Pty.Ltd. 

185百万円 

その他１社及び 
顧客等 

236百万円 

計 421百万円 

        

  受取手形裏書 
譲渡高 

11百万円 

受取手形割引高 1,054百万円 

受取手形裏書
譲渡高 

60百万円

受取手形割引高 923百万円 

受取手形裏書
譲渡高 

44百万円 

受取手形割引高 1,038百万円 

※４   

― 

（追加情報） 

中間連結会計期間末日の満期手

形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理している。 

なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会計

期間末日の残高に含まれている。 

 受取手形  1,757百万円 

 支払手形  1,031百万円 

  

― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主要な費目及びその金額 

荷造運搬費 11,211百万円 

給料賃金 7,574百万円 

退職給付 
引当金繰入額 

689百万円 

減価償却費 1,308百万円 

研究開発費 8,247百万円 

主要な費目及びその金額 

荷造運搬費 12,121百万円 

給料賃金 8,568百万円 

退職給付
引当金繰入額

648百万円 

減価償却費 1,243百万円 

研究開発費 8,237百万円 

主要な費目及びその金額 

荷造運搬費 23,025百万円 

給料賃金 15,359百万円 

退職給付
引当金繰入額 

1,348百万円 

減価償却費 2,581百万円 

研究開発費 16,861百万円 

※２ 環境対策費用は、「ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法」によって義

務付けられている同廃棄物の処理

を行うにあたり、日本環境安全事

業㈱から公表されている処理単価

に基づき算出した処理費用であ

る。 

――― 環境対策費用は、「ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法」によって義

務付けられている同廃棄物の処理

を行うにあたり、日本環境安全事

業㈱から公表されている処理単価

に基づき算出した処理費用であ

る。 

※３ ――― 当中間連結会計期間において、以

下の資産グループについて減損損

失を計上した。 

当社グループは、主に当社の事業

部単位により資産をグルーピング

している。また、賃貸用資産及び

遊休資産については、当該資産単

独でグルーピングしている。 

カネカテキサスCorp．ジャクソン

工場のビーズ法発泡ポリオレフィ

ン成型品製造設備については、将

来キャッシュ・フローが見込めな

いことから、帳簿価額を全額減損

処理し、1,838百万円を減損損失

として特別損失に計上している。

その内訳は、機械装置1,383百万

円、建物447百万円、その他7百万

円である。 

場所 用途 種類 

カネカ 

テキサス 

Corp． 

ジャクソ

ン工場 

ビーズ法

発泡ポリ

オレフィ

ン成型品

製造設備 

機械 

装置 

建物等

――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年9月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）普通株式の自己株式の増加株式数は主に市場買付によるものであり、減少株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものであ

る。 
  
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

普通株式 357,612,418 － － 357,612,418 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

普通株式（注） 13,346,454 1,028,774 2,182 14,373,046 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,754 8 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 2,745 利益剰余金 8 平成18年9月30日 平成18年12月5日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

  31,535百万円

有価証券 
勘定 

  3,183百万円

 計   34,719百万円

預入期間が
３か月を 
超える 
定期預金 

  △103百万円

株式及び 
償還期間が
３か月を超
える債券等 

  △169百万円

現金及び 
現金同等物 

  34,447百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び 
預金勘定 

  23,135百万円

有価証券 
勘定 

  4,163百万円

 計   27,298百万円

預入期間が
３か月を 
超える 
定期預金 

  △162百万円

株式及び 
償還期間が
３か月を超
える債券等

  △1,806百万円

現金及び 
現金同等物

  25,329百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び
預金勘定 

  23,088百万円

有価証券
勘定 

  4,193百万円

 計   27,282百万円

預入期間が
３か月を 
超える 
定期預金 

  △100百万円

株式及び
償還期間が
３か月を超
える債券等

  △2,137百万円

現金及び
現金同等物

  25,044百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

1,418 722 695

その他 
（工具器
具及び備
品等） 

2,050 1,102 947

合計 3,468 1,825 1,643

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

1,257 773 484

その他 
（工具器
具及び備
品等） 

1,842 962 879

合計 3,100 1,736 1,364

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

1,404 792 611 

その他
（工具器
具及び備
品等） 

2,249 1,377 872 

合計 3,653 2,170 1,483 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

によっている。 

 １年以内 643百万円

 １年超 999百万円

 計 1,643百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注)   同左 

 １年以内 585百万円

 １年超 779百万円

 計 1,364百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法によってい

る。 

 １年以内 624百万円

 １年超 858百万円

 計 1,483百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 400百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 328百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 755百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法は

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

  

４      同左 ４      同左 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年以内 60百万円

 １年超 65百万円

 計 125百万円

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年以内 97百万円

 １年超 138百万円

 計 236百万円

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

 １年以内 75百万円

 １年超 144百万円

 計 220百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間)(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

(2) その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 16,898 53,758 36,860 

(2) 債券   

 国債・地方債等 642 644 1 

 社債 ― ― ― 

 その他 26 26 0 

(3) その他 ― ― ― 

合計 17,567 54,429 36,862 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 4,860百万円

非上場株式 7,236百万円 

公社債投資信託 3,014百万円 

その他 761百万円 



(当中間連結会計期間)(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

(2) その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 19,345 63,230 43,885 

(2) 債券   

 国債・地方債等 300 300 0 

 社債 1,006 1,006 △0 

 その他 500 499 △0 

(3) その他 ― ― ― 

合計 21,152 65,036 43,884 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 2,698百万円

非上場株式 7,987百万円 

公社債投資信託 2,356百万円 

その他 1,017百万円 



(前連結会計年度)(平成18年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

(2) その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 19,065 70,225 51,160 

(2) 債券   

 国債・地方債等 600 600 0 

 社債 1,009 1,008 △0 

 その他 526 527 1 

(3) その他 ― ― ― 

合計 21,202 72,363 51,161 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 4,947百万円

非上場株式 7,142百万円 

公社債投資信託 2,056百万円 

その他 512百万円 



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間)(平成17年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法 先物為替相場によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

  

(当中間連結会計期間)(平成18年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法  

  為替予約取引・・・先物為替相場によっている。 

通貨スワップ・・・通貨スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。 

２ 上記通貨スワップ取引は、連結子会社への貸付金をヘッジ対象として中間個別貸借対照表上はヘッジ会計を適用している

が、中間連結貸借対照表上は当該連結子会社への貸付金が消去されヘッジ会計が適用できなくなったため開示の対象とし

ている。 

３ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

  

(前連結会計年度)(平成18年３月31日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法 先物為替相場によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

  

  

  

  

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引 68 67 0

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引 3,633 3,626 6

通貨 スワップ取引 13,585 △660 △660

対象物の種類 取引の種類 
契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引 2,696 2,673 22



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

(注) １ 事業区分は製品の種類、用途、製造方法、市場の類似性並びに製造過程における相互関連性、開発の基盤共通性等を総合

的に判断し取り決めた。 

２ 事業別の主要製品等は次のとおりである。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,357百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

  

  
化成品 

（百万円） 

機能性 
樹脂 

（百万円） 

発泡樹脂 
製品 

（百万円） 

食品

（百万円）

ライフ

サイエンス

（百万円）

エレクトロ

ニクス 
（百万円）

合成繊維、

その他 
（百万円）

計

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高             

（１）外部顧客に 
   対する売上高 42,248 35,612 33,732 52,792 22,544 23,276 15,385 225,592 ― 225,592

（２）セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 1,140 149 776 4 ― ― 4,260 6,332 (6,332) ―

計 43,388 35,762 34,509 52,797 22,544 23,276 19,646 231,925 (6,332) 225,592

   営業費用 41,207 30,222 34,055 50,501 14,456 18,789 18,418 207,651 (3,922) 203,729

   営業利益 2,181 5,540 453 2,296 8,087 4,487 1,227 24,274 (2,410) 21,863

事業区分 主要製品等

化成品 塩化ビニール樹脂、塩ビコンパウンド、か性ソーダ、塩化物、塩ビ系特殊樹脂 

機能性樹脂 ＭＢＳ樹脂、変成シリコーンポリマー、耐候性ＭＭＡ系フィルム 

発泡樹脂製品 
押出発泡ポリスチレンボード、発泡スチレン樹脂、ビーズ法発泡ポリオレフィ
ン、発泡スチレンペーパー、塩ビサッシ 

食品 マーガリン、ショートニング、高級製菓用油脂、パン酵母、香辛料 

ライフサイエンス 医薬品(バルク・中間体)、機能性食品素材、医療機器

エレクトロニクス 超耐熱性ポリイミドフィルム、光学用フィルム、複合磁性材料、巻線、太陽電池 

合成繊維、その他 アクリル系合成繊維(カネカロン)、エンジニアリング業務、住宅建築工事 



当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) １ 事業区分は製品の種類、用途、製造方法、市場の類似性並びに製造過程における相互関連性、開発の基盤共通性等を総合

的に判断し取り決めた。 

２ 事業別の主要製品等は次のとおりである。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,577百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

４ 機能性樹脂事業の主要製品等のうち、ＭＢＳ樹脂については、モディファイヤーに表記を変更している。 

  

  
化成品 

（百万円） 

機能性 
樹脂 

（百万円） 

発泡樹脂 
製品 

（百万円） 

食品

（百万円）

ライフ

サイエンス

（百万円）

エレクトロ

ニクス 
（百万円）

合成繊維、

その他 
（百万円）

計

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高             

（１）外部顧客に 
   対する売上高 44,364 40,479 35,375 53,841 20,867 26,343 11,373 232,644 ― 232,644

（２）セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 1,091 143 653 5 ― ― 2,535 4,430 (4,430) ―

計 45,455 40,622 36,029 53,847 20,867 26,343 13,909 237,074 (4,430) 232,644

   営業費用 43,454 33,970 36,410 51,960 17,333 20,932 12,717 216,779 (1,958) 214,821

営業利益 
又は営業損失（△） 2,001 6,652 △381 1,886 3,533 5,410 1,192 20,295 (2,471) 17,823

事業区分 主要製品等

化成品 塩化ビニール樹脂、塩ビコンパウンド、か性ソーダ、塩化物、塩ビ系特殊樹脂 

機能性樹脂 モディファイヤー、変成シリコーンポリマー、耐候性ＭＭＡ系フィルム 

発泡樹脂製品 
押出発泡ポリスチレンボード、発泡スチレン樹脂、ビーズ法発泡ポリオレフィ
ン、発泡スチレンペーパー、塩ビサッシ 

食品 マーガリン、ショートニング、高級製菓用油脂、パン酵母、香辛料 

ライフサイエンス 医薬品(バルク・中間体)、機能性食品素材、医療機器

エレクトロニクス 超耐熱性ポリイミドフィルム、液晶関連製品、複合磁性材料、巻線、太陽電池 

合成繊維、その他 アクリル系合成繊維(カネカロン)、エンジニアリング業務



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

(注) １ 事業区分は製品の種類、用途、製造方法、市場の類似性並びに製造過程における相互関連性、開発の基盤共通性等を総合

的に判断し取り決めた。 

２ 事業別の主要製品等は次のとおりである。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,983百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

  

  
化成品 
(百万円) 

機能性 
樹脂 

(百万円) 

発泡樹脂 
製品 

(百万円) 

食品

(百万円) 

ライフ

サイエンス

(百万円) 

エレクトロ

ニクス 
(百万円) 

合成繊維、

その他 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

   売上高          

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 87,922 73,190 68,304 107,567 49,147 47,159 31,016 464,310 ― 464,310

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 2,282 301 1,384 9 ― ― 6,879 10,856 (10,856) ―

計 90,205 73,492 69,689 107,576 49,147 47,159 37,895 475,167 (10,856) 464,310

   営業費用 84,628 61,504 69,559 102,859 30,196 38,329 35,374 422,452 (5,748) 416,703

    営業利益 5,577 11,987 129 4,717 18,951 8,830 2,521 52,715 (5,108) 47,606

事業区分 主要製品等

化成品 塩化ビニール樹脂、塩ビコンパウンド、か性ソーダ、塩化物、塩ビ系特殊樹脂 

機能性樹脂 ＭＢＳ樹脂、変成シリコーンポリマー、耐候性ＭＭＡ系フィルム 

発泡樹脂製品 
押出発泡ポリスチレンボード、発泡スチレン樹脂、ビーズ法発泡ポリオレフィ
ン、発泡スチレンペーパー、塩ビサッシ 

食品 マーガリン、ショートニング、高級製菓用油脂、パン酵母、香辛料 

ライフサイエンス 医薬品(バルク・中間体)、機能性食品素材、医療機器

エレクトロニクス 超耐熱性ポリイミドフィルム、液晶関連製品、複合磁性材料、巻線、太陽電池 

合成繊維、その他 アクリル系合成繊維(カネカロン)、エンジニアリング業務、住宅建築工事 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「欧州」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高

の合計に占めるそれぞれの地域の割合が10％未満であるため「その他の地域」として一括して記載している。 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域  北米………米国 

          欧州………ベルギー 

          アジア……マレーシア、シンガポール 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,357百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「欧州」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高

の合計に占めるそれぞれの地域の割合が10％未満であるため「その他の地域」として一括して記載している。 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域  北米………米国 

          欧州………ベルギー 

          アジア……マレーシア、シンガポール 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2,577百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 
  

  
日本 
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 190,031 35,560 225,592 ― 225,592

(2) セグメント間の内部 
売上高 

5,731 1,803 7,534 (7,534) ―

計 195,763 37,364 233,127 (7,534) 225,592

  営業費用 174,133 34,767 208,901 (5,172) 203,729

  営業利益 21,629 2,596 24,225 (2,362) 21,863

  
日本 
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 185,741 46,902 232,644 ― 232,644

(2) セグメント間の内部 
売上高 

12,639 2,819 15,458 (15,458) ―

計 198,381 49,722 248,103 (15,458) 232,644

  営業費用 180,621 47,013 227,635 (12,814) 214,821

  営業利益 17,759 2,708 20,467 (2,644) 17,823



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「欧州」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高

の合計に占めるそれぞれの地域の割合が10％未満であるため「その他の地域」として一括して記載している。 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

    その他の地域  北米………米国 

            欧州………ベルギー 

            アジア……マレーシア、シンガポール 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,983百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

  

  
日本 
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 389,844 74,465 464,310 ― 464,310

(2) セグメント間の内部 
売上高 

12,204 4,458 16,662 (16,662) ―

計 402,049 78,924 480,973 (16,662) 464,310

  営業費用 354,841 73,446 428,288 (11,584) 416,703

  営業利益 47,207 5,477 52,685 (5,078) 47,606



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

    アジア……中国、韓国、台湾 

    北米………米国、メキシコ 

    欧州………ベルギー、英国 

    その他の地域……オーストラリア、トーゴ 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

    アジア……中国、韓国、台湾 

    北米………米国、メキシコ 

    欧州………ベルギー、英国 

    その他の地域……アフリカ、オセアニア 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

    アジア……中国、韓国、台湾 

    北米………米国、メキシコ 

    欧州………ベルギー、英国 

    その他の地域……オーストラリア、トーゴ 

  

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 31,366 23,541 21,373 4,058 80,339

Ⅱ 連結売上高(百万円)     225,592

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

13.9 10.4 9.5 1.8 35.6

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 33,223 21,658 23,476 5,241 83,599

Ⅱ 連結売上高(百万円)     232,644

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

14.3 9.3 10.1 2.2 35.9

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 64,493 49,652 45,747 9,389 169,282

Ⅱ 連結売上高(百万円)     464,310

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

13.9 10.7 9.9 2.0 36.5



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり中間(当期)純利益 

  

  

摘要 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 694円01銭 766円84銭 756円96銭 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

35円36銭 34円95銭 80円80銭 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

12,269 12,020 28,099

普通株主に帰属しない
金額     (百万円) 

― ― 140

(うち利益処分による
役員賞与金)  (百万円) 

― ― 140

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 (百万円) 

12,269 12,020 27,959

普通株式の期中平均 
株式数     (千株) 

346,966 343,891 346,050



(2) 【その他】 

該当事項なし。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   23,401   16,089 15,648   

受取手形 ※４ 4,053   4,634 3,757   

売掛金   74,103   80,851 78,174   

有価証券   1,027   1,506 1,536   

たな卸資産   29,047   33,717 31,885   

繰延税金資産   2,630   2,406 2,632   

その他   16,834   21,043 18,254   

貸倒引当金   △156   △74 △92   

流動資産合計     150,941 43.3 160,173 42.3   151,797 40.3

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物   25,931   28,081 26,869   

機械及び装置   36,850   42,574 41,154   

土地   15,500   17,477 17,404   

その他   15,033   11,230 13,989   

有形固定資産 
合計 

  93,316   99,364 99,417   

無形固定資産   1,061   1,014 1,046   

投資その他の 
資産 

          

投資有価証券 ※２ 89,086   97,749 105,448   

長期貸付金   10,376   12,668 12,164   

その他   6,674   8,037 7,664   

貸倒引当金   △1,660   △180 △191   

投資損失 
引当金 

  △931   △521 △931   

投資その他の 
資産合計 

  103,545   117,753 124,154   

固定資産合計     197,922 56.7 218,132 57.7   224,618 59.7

資産合計     348,863 100.0 378,306 100.0   376,416 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 ※４ 1,026   464 674   

買掛金   36,692   44,253 38,224   

短期借入金 ※２ 12,539   17,519 18,811   

未払金   18,958   20,032 19,550   

未払法人税等   6,613   5,635 8,697   

債務保証損失 
引当金 

  664   155 ―   

その他   5,457   5,435 5,463   

流動負債合計     81,952 23.5 93,495 24.7   91,422 24.3

Ⅱ 固定負債           

社債   15,000   15,000 15,000   

長期借入金 ※２ 14,203   9,516 9,459   

退職給付引当金   16,084   15,102 15,724   

役員退職慰労 
引当金 

  638   628 704   

繰延税金負債   3,655   6,706 9,292   

その他   2,568   2,621 2,630   

固定負債合計     52,150 14.9 49,574 13.1   52,811 14.0

負債合計     134,102 38.4 143,069 37.8   144,234 38.3

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     33,046 9.5 ― ―   33,046 8.8

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   34,821   ― 34,821   

その他資本 
剰余金 

  18   ― 19   

資本剰余金合計     34,840 10.0 ― ―   34,841 9.3

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   5,863   ― 5,863   

任意積立金   105,801   ― 105,801   

中間(当期) 
未処分利益 

  24,027   ― 35,305   

利益剰余金合計     135,693 38.9 ― ―   146,970 39.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    21,411 6.1 ― ―   29,676 7.9

Ⅴ 自己株式     △10,230 △2.9 ― ―   △12,353 △3.3

資本合計     214,761 61.6 ― ―   232,181 61.7

負債・資本合計     348,863 100.0 ― ―   376,416 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

資本金     ― ― 33,046 8.7   ― ―

資本剰余金           

資本準備金   ―   34,821 ―   

その他資本 
剰余金 

  ―   20 ―   

資本剰余金合計     ― ― 34,841 9.2   ― ―

利益剰余金           

利益準備金   ―   5,863 ―   

その他利益 
剰余金 

          

特別償却 
準備金 

  ―   634 ―   

配当準備 
積立金 

  ―   1,995 ―   

退職給与 
積立金 

  ―   525 ―   

技術振興基金   ―   500 ―   

従業員福祉 
基金 

  ―   300 ―   

買換資産 
積立金 

  ―   598 ―   

買換資産圧縮 
記帳積立金 

  ―   690 ―   

別途積立金   ―   118,427 ―   

繰越利益 
剰余金 

  ―   25,870 ―   

利益剰余金合計     ― ― 155,406 41.1   ― ―

自己株式     ― ― △13,405 △3.5   ― ―

株主資本合計     ― ― 209,889 55.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券 
評価差額金 

    ― ― 25,348 6.7   ― ―

繰延ヘッジ損益     ― ― △1 △0.0   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ― 25,347 6.7   ― ―

純資産合計     ― ― 235,236 62.2   ― ―

負債純資産合計     ― ― 378,306 100.0   ― ―

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     142,557 100.0 146,429 100.0   293,846 100.0

Ⅱ 売上原価     99,259 69.6 105,201 71.8   202,267 68.8

売上総利益     43,298 30.4 41,228 28.2   91,579 31.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    27,030 19.0 28,219 19.3   54,582 18.6

営業利益     16,267 11.4 13,008 8.9   36,996 12.6

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   79   108 171   

受取配当金   2,270   2,685 3,372   

投資有価証券 
売却益 

  ―   919 663   

その他   1,141 3,490 2.4 1,131 4,844 3.3 1,919 6,126 2.1

Ⅴ 営業外費用           

支払利息及び 
割引料 

  387   359 725   

その他   1,214 1,601 1.1 1,165 1,524 1.0 2,680 3,405 1.2

経常利益     18,156 12.7 16,328 11.2   39,717 13.5

Ⅵ 特別利益 ※２   ― 1,033 0.7   ― 

Ⅶ 特別損失 ※３   2,403 1.6 ―   2,403 0.8

税引前中間 
(当期)純利益 

    15,753 11.1 17,362 11.9   37,314 12.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  6,370   5,450 13,910   

法人税等調整額   △1,054 5,315 3.8 602 6,052 4.2 △1,077 12,832 4.4

中間(当期) 
純利益 

    10,438 7.3 11,309 7.7   24,482 8.3

前期繰越利益     13,589 ―   13,589 

中間配当額     ― ―   2,765 

中間(当期) 
未処分利益 

    24,027 ―   35,305 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 33,046 34,821 19 34,841 

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の積立(注)１         

 特別償却準備金の取崩(注)２         

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２         

 別途積立金の積立(注)１         

 剰余金の配当(注)１         

 役員賞与の支給(注)１         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     0 0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 33,046 34,821 20 34,841 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主
資本 
合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

特別 
償却 
準備金 

配当 
準備 
積立金 

退職
給与 
積立金

技術
振興 
基金 

従業員
福祉 
基金 

買換
資産 
積立金

買換資
産圧縮
記帳 
積立金

別途
積立金

繰越
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,863 701 1,995 525 500 300 598 753 100,427 35,305 146,970 △12,353 202,505

中間会計期間中の変動額                   

 特別償却準備金の積立(注)１   276         △276 ―   ―

 特別償却準備金の取崩(注)２   △343         343 ―   ―

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２ 

          △63  63 ―   ―

 別途積立金の積立(注)１            18,000 △18,000 ―   ―

 剰余金の配当(注)１             △2,754 △2,754   △2,754

 役員賞与の支給(注)１             △120 △120   △120

 中間純利益             11,309 11,309   11,309

 自己株式の取得                △1,053 △1,053

 自己株式の処分                2 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― △67 ― ― ― ― ― △63 18,000 △9,434 8,435 △1,051 7,384

平成18年９月30日残高(百万円) 5,863 634 1,995 525 500 300 598 690 118,427 25,870 155,406 △13,405 209,889



  

(注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 ２ 平成18年９月中間決算手続として、税務上の特別償却準備金の取崩136百万円、買換資産圧縮記帳積立金の取崩16百万円と

平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目として特別償却準備金の取崩207百万円、買換資産圧縮記帳積立金の取

崩47百万円である。 

  

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 29,676 ― 29,676 232,181 

中間会計期間中の変動額         

 特別償却準備金の積立(注)１       ― 

 特別償却準備金の取崩(注)２       ― 

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２       ― 

 別途積立金の積立(注)１       ― 

 剰余金の配当(注)１       △2,754 

 役員賞与の支給(注)１       △120 

 中間純利益       11,309 

 自己株式の取得       △1,053 

 自己株式の処分       2 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △4,327 △1 △4,328 △4,328 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △4,327 △1 △4,328 3,055 

平成18年９月30日残高(百万円) 25,348 △1 25,347 235,236 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定している) 

    時価のないもの 

     …移動平均法による原価

法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

    …同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定している) 

    時価のないもの 

     …同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定している) 

    時価のないもの 

     …同左 

 (2) デリバティブ 

    …時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

   製品・商品は総平均法(月次)

による原価法により評価して

いる。 

   原材料、仕掛品及び貯蔵品の

うち燃料は、移動平均法によ

る原価法により評価してい

る。 

   その他の貯蔵品は最終仕入原

価法により評価している。 

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

      

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法を採用している。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額

法によっている。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に定め

る方法と同一の基準によって

いる。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっている。 

   なお、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損

失に備えるため、投資先の財

政状態等を勘案して、必要額

を計上している。 

 (2) 投資損失引当金 

同左 

 (2) 投資損失引当金 

同左 

 (3) 債務保証損失引当金 

   関係会社に対する債務保証の

履行による損失負担見込額を

計上している。 

 (3) 債務保証損失引当金 

同左 

 (3) 債務保証損失引当金 

――― 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理して

いる。 

   数理計算上の差異は、各会計

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌会計年度から費用処理

している。 

 (4) 退職給付引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上してい

る。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により費用処理して

いる。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

している。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく当中

間会計期間末要支給額を引当

計上している。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく当期

末要支給額を引当計上してい

る。 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

      

５ ヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用してい

る。 

  ただし、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては特例

処理を、振当処理の要件を満た

す通貨スワップについては振当

処理を採用している。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

同左 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  デリバティブ取引 

   (金利スワップ及び通貨スワ

ップ) 

  ヘッジ対象 

   相場変動等により損失の可能

性があり、相場変動等が評価

に反映されていないもの及

び、キャッシュ・フローが固

定されその変動が回避される

もの 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ・ヘッジ方針 

  社内規程に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッ

ジしている。 

 ・ヘッジ方針 

同左 

 ・ヘッジ方針 

同左 

 ・有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動または、キャッシュ・フロ

ーの変動を比較し、相関性を見

て有効性を評価している。 

 ・有効性評価の方法 

同左 

 ・有効性評価の方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 税効果会計に関する事項 

  中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当事業年

度において予定している利益処

分による圧縮積立金及び特別償

却準備金の積立て及び取崩しを

前提として、当中間会計期間に

係る金額を計算している。 

６  

――― 

６  

――― 

      

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。 

  なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月９日）を適

用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、235,237百万円であ

る。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

  

  

  

――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

――― （中間損益計算書） 

前中間会計期間において営業外収益の「その他」に含め

て表示した「投資有価証券売却益」（前中間会計期間

266百万円）については、重要性が増加したため、当中

間会計期間より区分掲記している。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

№ 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

296,392百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

305,358百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

300,715百万円 

        

※２ 担保資産 

担保に供している資産 

上記に対応する債務 

投資有価証券 2,073百万円

長期借入金 
(１年内返済を含む) 

168百万円

担保資産 

担保に供している資産 

上記に対応する債務 

投資有価証券 620百万円

長期借入金
(１年内返済を含む)

92百万円

担保資産 

担保に供している資産 

上記に対応する債務 

投資有価証券 650百万円

長期借入金
(１年内返済を含む) 

130百万円

        

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

 関係会社の銀行借入金に対する

保証 

青島海華繊維 
有限公司 

833百万円

サンポリマー㈱ 501百万円

カネカソーラーテ
ック㈱ 

350百万円

TGAペーストリー
カンパニーPty. 
Ltd. 

198百万円

その他 1社 42百万円

計 1,925百万円

偶発債務 

 保証債務 

 関係会社の銀行借入金に対する

保証 

青島海華繊維
有限公司 

781百万円

カネカソーラーテ
ック㈱ 

745百万円

サンポリマー㈱ 545百万円

TGAペーストリー
カンパニーPty. 
Ltd. 

193百万円

カネカエレクテッ

クSdn.Bhd. 
14百万円

計 2,279百万円

偶発債務 

 保証債務 

 関係会社の銀行借入金に対する

保証 

カネカソーラーテ
ック㈱ 

880百万円

青島海華繊維
有限公司 

864百万円

サンポリマー㈱ 717百万円

TGA ペーストリー
カンパニーPty. 
Ltd. 

185百万円

カネカエレクテッ
クSdn.Bhd. 29百万円

計 2,676百万円

        

   関係会社の銀行よりの借入に対

する経営指導念書等 

青島海華繊維 
有限公司 

296百万円

蘇州愛培朗緩衝 
塑料有限公司 

189百万円

計 486百万円

 関係会社の銀行よりの借入に対

する経営指導念書等 

青島海華繊維
有限公司 

1,497百万円

蘇州愛培朗緩衝
塑料有限公司 

352百万円

計 1,850百万円

 関係会社の銀行よりの借入に対

する経営指導念書等 

青島海華繊維
有限公司 

931百万円

蘇州愛培朗緩衝 
塑料有限公司 

242百万円

計 1,173百万円

※４ ――― 

  

（追加情報） 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理 

  手形交換日をもって決済処理

している。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休業

日であったため、次の中間会

計期間末日満期手形が中間会

計期間末残高に含まれてい

る。 

   受取手形      559百万円 

      支払手形        91百万円 

――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の増加株式数は主に市場買付によるものであり、減少株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものである。 

  

次へ 

№ 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,858百万円

無形固定資産 218百万円

減価償却実施額 

有形固定資産 7,666百万円

無形固定資産 227百万円

減価償却実施額 

有形固定資産 14,902百万円

無形固定資産 438百万円

※２ ――― 子会社株式売却益 1,033百万円 ――― 

※３ 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」によって義務付けられている

同廃棄物の処理を行うにあたり、

日本環境安全事業㈱から公表され

ている処理単価に基づき算出した

処理費用である。 

環境対策費用 2,403百万円 ――― 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」によって義務付けられている

同廃棄物の処理を行うにあたり、

日本環境安全事業㈱から公表され

ている処理単価に基づき算出した

処理費用である。 

環境対策費用 2,403百万円

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

普通株式（注） 13,346,454 1,028,774 2,182 14,373,046



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
その他 

（工具器具及
び備品） 

取得価額相当額 1,523百万円

減価償却累計額 
相当額 

829百万円

中間期末残高 
相当額 

693百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 
その他

（工具器具及
び備品） 

取得価額相当額 1,318百万円

減価償却累計額
相当額 

675百万円

中間期末残高
相当額 

643百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
その他 

（工具器具及
び備品） 

取得価額相当額 1,644百万円

減価償却累計額 
相当額 

994百万円

期末残高
相当額 

649百万円

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額の算定は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

によっている。 

１年以内 331百万円

１年超 361百万円

計 693百万円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  (注) 

同左 

１年以内 298百万円

１年超 344百万円

計 643百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額の算定は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法によってい

る。 

１年以内 315百万円

１年超 333百万円

計 649百万円

      

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 186百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 149百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 372百万円

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
  

  

(１株当たり情報) 

(注) 算定上の基礎 

１ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。 
  

  

  

区分 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

中間貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円)

差額 
(百万円) 

中間貸借対
照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額
(百万円)

子会社株式 1,820 4,423 2,602 － － － 1,820 3,955 2,134

合計 1,820 4,423 2,602 － － － 1,820 3,955 2,134

摘要 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 621円15銭 685円34銭 674円08銭 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

30円09銭 32円89銭 70円40銭 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

10,438 11,309 24,482

普通株主に帰属しない
金額     (百万円) 

― ― 120

(うち利益処分による
役員賞与金)  (百万円) 

― ― 120

普通株式に係る中間 
(当期)純利益 (百万円) 

10,438 11,309 24,362

普通株式の期中平均 
株式数     (千株) 

346,966 343,891 346,050



(2) 【その他】 

平成18年10月26日開催の取締役会において、中間配当につき次のとおり決議した。 

  

総額 2,745百万円

１株当たりの金額 8円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  事業年度(第81期)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

  (第82期中)(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)の半期報告書に係る訂正報告書である。 

  事業年度(第82期)(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第82期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。 

            
(2) 自己株券買付状況報告書     平成18年４月３日 

平成18年５月２日 
平成18年６月１日 
平成18年７月11日 
平成18年８月２日 
平成18年９月５日 
平成18年10月３日 
平成18年12月４日 
関東財務局長に提出。 

          
(3) 有価証券報告書の 

訂正報告書 
    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 

      
(4) 半期報告書の 

訂正報告書 
    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 

      
(5) 有価証券報告書の 

訂正報告書 
    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月19日

株式会社カネカ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年

9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カネカ及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

あずさ監査法人 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月20日

株式会社カネカ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年

9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社カネカ及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

あずさ監査法人 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  井  上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月19日

株式会社カネカ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第82期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カネカの平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あずさ監査法人 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月20日

株式会社カネカ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社カネカの平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から

平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あずさ監査法人 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  井  上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管している。 
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